
５人以下

11.2%

６～10人

9.6%

11～20人

14.5%

21～50人

21.2%

51～100人

12.3%

101～

300人

13.5%

301人以上

17.1%

無回答

0.6%

建設業
17.5%

製造業
30.0%

情報通信・サービス業
3.2%

運輸業
2.6%

卸売・小売業
23.5%

宿泊・飲食業
1.9%

介護・看護
0.1%

金融・保険・不動産業
4.6%

その他サービス業
9.7%

その他
5.1%

無回答
1.8%

エネルギー・環境に関する意識・実態調査 結果概要

①調査概要
調査目的：東京都の実施している制度の認知度や、

会員企業の現状を把握するために実施
調査期間：2018年１月19日（金）～２月９日（金）
調査方法：FAX、メール、事務局訪問による配付

FAX、メール、インターネットによる回収

調査対象：東京商工会議所会員企業 10,380社
回答数：909社（回答率：8.8％）

②回答者の属性
常用従業員数規模

常用従業員数 ５人以下 ６～10人 11～20人 21～50人

回答割合 11.2% 9.6% 14.5% 21.2%

回答数 102 87 132 193

常用従業員数 51～100人 101～300人 301人以上 無回答 計

回答割合 12.3% 13.5% 17.1% 0.6% 100.0%

回答数 112 123 155 5 909

業種

業種 建設業 製造業
情報通信・
サービス業

運輸業
卸売・
小売業

宿泊・
飲食業

回答割合 17.5% 30.0% 3.2% 2.6% 23.5% 1.9%

回答数 159 273 29 24 214 17

業種
介護・
看護

金融・保険・
不動産業

その他
サービス業

その他 無回答 計

回答割合 0.1% 4.6% 9.7% 5.1% 1.8% 100.0%

回答数 1 42 88 46 16 909

③調査結果（抜粋） 『東京都の諸施策に対する企業の考え』
（１）東京都の実施している施策について“知っている”もの【複数回答】 （２）「地球温暖化対策報告書制度」・「東京都キャップ＆トレード制度」の評価

【複数回答】

（３）オリンピック・パラリンピック開催期間中にＣＯ２

排出量ゼロを目指して、キャップ＆トレード制度
を利用して、東京都がクレジット（削減量）の寄付
を受け付けることになった場合、どうするか

（４）水素エネルギーの利活用推進について

２０１８年６月
東京商工会議所
エネルギー・環境委員会

1.9%

4.0%

5.1%

8.1%

8.5%

9.6%

10.6%

13.1%

13.6%

23.2%

23.8%

35.6%

45.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

東京省エネマイスター店

貨物輸送評価制度

省エネラベリング制度

水素利活用機器・設備導入補助

トップレベル事業所認定制度

中小テナントビルのグリーンリース普及に係る補助

散水等の暑熱対応設備、緑化に必要な経費補助

コージェネレーションシステム導入

エネルギーの面的利用に係る経費補助

東京都キャップ＆トレード制度

中小規模事業所向け省エネ診断

地球温暖化対策報告書制度

省エネ設備等の取得による

法人事業税・個人事業税の減免

電気自動車等に対する自動車税

自動車取得税の課税免除、導入補助

地球温暖化対策報告書制度

貨物輸送評価制度

・「電気自動車等に対する自動車税・自動車取得税の課税免除、導入補助」は45.5％、「省エ
ネ設備等の取得による法人事業税・個人事業税の減免」は35.6％の企業が知っている。
・一方で「貨物輸送評価制度」、「東京省エネマイスター店」の認知度は5％以下。
⇒税の免除や導入補助の認知度が高く、支援策の普及にあたっては、メリットを実感でき
る措置を組み込むと、浸透しやすい。

・ 45.8％が「ＣＯ２削減に寄与している」と回答。「規制以外の支援等制度を導入すべき」が
22.3％と続いた。

・また、制度対象事業者へヒアリングを行う中で、アンケート結果と同様にＣＯ２削減効果を認め
るものの、業務負荷が増大しており、改善を求める声があった。
⇒総量削減の推進にあたっては、目標設定と合わせて支援制度や手続き負荷軽減策を導入
すべき。（電子申請の一層の推進、テナント情報取得の簡便化、優良企業への手続き優遇）

・「協力をしたい・協力を検討する」という前向きな企業は36％に
のぼる。しかし、協力方法がわからない等の声を含めた「その
他」の回答も約30％あり、制度への理解の低さが課題である。
・また、制度対象者からの回答では、寄付に対して自社の貢献
度をアピールできるようにしてほしいとの希望があった。
⇒中小企業に対しては、寄付を前提としたわかりやすい指導・
助成（例えば、中小規模事業所省エネ促進・クレジット創出プ
ロジェクトの再展開）が有効と考える。
・また、寄付を行ったことを示すロゴの使用等のインセンティブも
有効ではないか。

アンケートでは、39.4％の企業が「推進すべき」と

回答。一方で「どちらとも言えない」という回答が
52.5％以上にのぼった。
⇒水素エネルギーに関するコスト（水素エネル
ギーの製造・輸送、導入設備等）の
低減に加え、安全面や利活用方法等の十分な
周知が必要である。
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n=909

3.2%

32.8%

16.8%
16.9%

30.0%

0.2%
積極的に協力したい

協力したい、協力を検討する

あまり協力したくない

協力したくない、できない

その他

無回答
n=909

39.4%

2.4%

52.5%

5.4% 0.3%

推進すべき

推進すべきではない

どちらとも言えない

その他

無回答

n=909

9.4%

6.5%

9.2%

11.6%

13.0%

13.1%

21.7%

25.6%

39.5%

45.9%

50.6%

51.3%

0% 20% 40% 60%

その他

企業間・地域連携の場や方法

導入を相談できる社外専門家の存在

導入を検討できる社内人材の確保

導入を支援してくれる機関・企業の存在

関連する法律・規制の整備

投資のための資金確保

自社のビジネスへの関連づけ・情報収集

水素の調達・供給方法

水素利活用機器・設備のコスト

安全面や利活用方法等の十分な周知

水素エネルギーのコスト

n=909

従業員規模
100人以下の

企業 68.9％

●東京都の実施している施策について“知っている”もの【複数回答】

20.8%

12.8%

6.6%

2.6%

7.4%

6.8%

11.0%

2.2%

22.3%

11.2%

45.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

義務となる企業の基準を引き下げるべきではない

義務となる企業の基準を引き下げるべき

自社の経営に悪い影響がある

自社の経営に良い影響がある

規制的制度の導入を進めるべきではない

規制的制度の導入を進めるべき

規制以外の支援等制度を導入すべきではない

規制以外の支援等制度を導入すべき

CO₂削減に寄与していない

CO₂削減に寄与している

n=909

●「地球温暖化対策報告書制度」・「東京都キャップ＆トレード制度」の評価【複数回答】

●オリンピック・パラリンピック開催期間中にＣＯ２排出量ゼロを目指して、キャップ＆トレード
制度を利用して、東京都がクレジット（削減量）の寄付を受け付けることになった場合、どうするか

●水素エネルギーの利活用推進について

●水素エネルギーの利活用推進において、課題と感じること【複数回答】



増加した（増加

傾向である）
7.4%

減少した（減少

傾向である）
39.5%

わからない
53.0%

無回答
0.1%

④調査結果（抜粋） 『企業におけるエネルギー使用量・ＣＯ２排出量の把握状況と、省エネ等の取組状況』
（６）２０１０年度と２０１６年度を比較した

年間ＣＯ２排出量の増減について
（７） ＣＯ２排出量の削減に有効だった取組みについて（５） エネルギー使用量を

「把握している」と回答した企業の割合

82.0%

58.2%

45.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

電力 ガス その他燃料

（８） 環境に配慮した取組みについて

70.6%

26.7%

2.5%
0.1%

行っている

行っていない

その他

無回答 5.9%

9.5%

10.4%

14.3%

65.4%

74.5%

その他

新たな環境ビジネスの展開

人類の生存にかかわる問題のため

自社のビジネス戦略として

企業の社会的責任への配慮

コストの削減・経営改善

0% 20% 40% 60% 80%

（９） 取組みの理由として該当するもの （10） 取組みの具体的内容

（11）エネルギー・環境問題に関する取組みを推進する際の課題【複数回答】

11.7%

6.7%

13.6%

15.0%

16.2%

19.0%

25.1%

26.8%

29.9%

54.4%

57.5%

59.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

一般消費者の理解

法律・規制

技術力、研究力の向上

取引先の理解

取組に対する優遇措置がない

専門的知識がない、専門化の支援がない

取組のための人材確保

取組のための資金確保

設備・制度の導入・維持コスト

取組のための情報入手

業界内・社内の意識向上

（12） （11）の課題を解決するための有効な支援・方法

・左図の通り、エネルギー使用量の把握は多くの企業で進んでいる（電気82％、ガス58.2％、その他燃料45.3％が把握）。
・しかしながら、ＣＯ２排出量の増減について聞いたところ（右円グラフ）、「わからない」（把握ができていない）という企業が

53％あった。
⇒環境家計簿（クールネット・東京）やＣＯ２チェックシート（会議所）の普及促進等を通じて、まず排出量を「見える化」し、
ＣＯ２削減の体感的な理解を図るべき。

ＣＯ２排出量削減に有効な取組みを聞いたところ、「より性能の高い機器の導入」57.1％、「社内の業務改善・効率化」
57.1％、「経営者・社員の意識改革」45.1％の３点が大きな割合を占めた。
⇒高効率機器の導入や業務改善・効率化はＣＯ２排出量削減に大きく寄与するため、費用対効果の高い支援ポイントであ
る。一方で、事業者間連携や再生可能エネルギー発電の導入の有効性は認められ始めてはいるが、更なる飛球促進策
と丁寧な説明が必要である。

13.9%

1.4%

1.4%

1.9%

3.6%

5.3%

7.5%

45.1%

57.1%
57.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

製品への省エネラベリング

関連支援団体（クール・ネット東京等）への相談

グリーンリース契約

コージェネレーション・熱利用導入

再生可能エネルギー発電導入

取引先や同業他社との連携

経営者・社員の意識改革

社内の業務改善・効率化

より性能の高い機器の導入

・70.6％の企業が何らかの取組みを行っている。動機は「コストの削減・経営改善」74.5％、「企業の社会的責任への配慮」65.4％。取組みの内容は、「不要な照明の消灯や間引き」73.5％、「省エネを考慮した空調・温度管理」54.0％、「高効率照明の導入」51.1％が多かった。
・一方、課題としては多くの企業が「業界内・社内の意識向上」59.2％、「取組のための情報入手」57.5％、「設備・制度の導入・維持コスト」54.4％を挙げた。
⇒多くの中小企業で、人の手で工夫できるスモールスタートの取組みが行われている。 更なる推進のためには、現在の取組みからさらに踏み出すための情報発信と設備コスト負担感の軽減が有効と思われる。

12.1%

12.1%

12.9%

22.6%

23.4%

26.5%

29.3%

48.1%

51.1%

54.0%

73.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

地球温暖化対策に係る自主行動計画の策定・実行

次世代自動車の導入

断熱・遮熱材の導入

商用・社用自動車の燃費改善・カーシェアリング等

高効率空調の導入

ＩＳＯ１４００１等認証の取得

社員への地球温暖化対策の取組推進の呼びかけ

リサイクルの推進（分別収集、廃プラ利用）

高効率照明の導入

省エネを考慮した空調・温度管理

不要な照明の消灯や間引き

17.0%

34.3%

67.9%

92.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

人材面の支援(専門家派遣・研修等)

情報面の支援（事例・データの発信等）

費用面の支援（補助金・税制優遇等）
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エネルギー・環境に関する意識・実態調査 結果概要
２０１８年４月
東京商工会議所
エネルギー・環境委員会

n=909

n=909
n=359

n=909

n=642

n=909 n=909

n=642

●エネルギーの使用量を
「把握している」と回答した企業の割合

●２０１０年度と２０１６年度を比較した
年間ＣＯ２排出量の増減について

●ＣＯ₂排出量の削減に有効だった取組みについて （（６）で減少した（減少傾向である）と回答した方対象）

●省エネもしくは環境に配慮した取組を行っているか ●（８）で行っていると回答した方の取組みをしている理由【複数回答】 ●（８）で行っていると回答した方の取組みの具体的内容【複数回答】 ※本グラフは回答割合上位項目のみ抜粋

●自社がエネルギー・環境問題に関する取組を推進する際の課題【複数回答】 ●自社のエネルギー・環境問題に関する取組を進める際の課題を解決するために、有効と思われる支援・方法【複数回答】

（（６）で減少した（減少傾向である）と回答した方対象）

（（８）で行っていると回答
した方対象）

（（８）で行っていると回答した方対象）



【ご参考】東京都 地球温暖化対策報告書制度・キャップ&トレード制度について
２０１８年６月
東京商工会議所
エネルギー・環境委員会

①地球温暖化対策報告書制度

対 象：①義務提出・・・同一事業者が都内に設置している事業所等（１事業所の前年度の原油換算
エネルギー使用量が30kL以上1,500kL未満）の前年度エネルギー使用量の合計
が年間3,000kL以上になる場合

②任意提出・・・エネルギー使用量1,500kL以下の中小事業所すべて

内 容：各事業所等ごとに、エネルギー使用量を把握し、
事業者単位でとりまとめをし、東京都へ、電子
データもしくは紙面にて提出する

出展：東京都ホームページより
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実績等：27年度実績で2,147事業者（義務287・任意1,860）、34,329事業所（義務22,940・任意11,389）
が提出。報告書は都のホームページに公表される。

出展：東京都ホームページより

②東京都 キャップ&トレード制度（総量削減義務と排出量取引制度）

対 象：大規模事業所（前年度の原油換算
エネルギー使用量が年間1,500 kL
以上の事業所＝約1,200事業所）
※財政基盤に配慮し、中小企業が１／２
以上所有する事業所を除く

★各事業所の削減量（クレジット）の取り扱いについて
事業所は自社の削減量の状況に応じて、①バンキング（次期に限り、削減量を持ち越す）、②売買交渉等
の利用ができる。

※未達成企業は「措置命令（義務削減量
の130％）を課される」ほか、措置命令
をさらに達成できないと罰金・社名公表
が行われる可能性がある

出展：東京都資料より抜粋

○ご参考 東京都のＣＯ2排出量の内訳と部門ごとの施策概要

出展：東京都資料より抜粋

内 容：大規模事業所には、総量削減
義務（区分により削減義務率は
異なる）が課せられ、各事業所は
基準排出量を設定し、2019年度
までの２期を通じて自主努力また
はキャップ&トレードにより削減
義務率目標達成を目指す
※2019年度より第３期がスタート予定で
あり、現在検討が行われている

●義務提出・任意提出の区分け

●報告書提出フロー図

●区分ごとの削減義務率

●削減量（クレジット）利用のフロー図

●2016年までの削減状況
⇒企業努力により
既に削減義務率の
目標を上回る削減実績
（26％減）をあげている

※1基準排出量とは
各事業者が2002～07年の
間のいずれか連続する
３ヶ年の平均値により定める



【ご参考】東京都の実施するエネルギー・環境分野の支援策・認定制度
２０１８年６月
東京商工会議所
エネルギー・環境委員会
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支援施策名 対象 主な用件・概要等 助成額等 募集期間等 お問い合わせ先

電気自動車等に対する自動車税・
自動車取得税課税免除

個人・法人 2020年度までに新規新車登録をした燃料電

池自動車（水素燃料）、電気自動車、プラグ
インハイブリット自動車であること

①登録をした年度または翌年度から５年度
分の自動車税を全額免除

②期間中の当該自動車取得税を全額免除

2009年4月1日から2021年
3月31日に取得

東京都主税局課税部
計画課自動車税班

０３－５３８８－２９５４

省エネ設備等の取得による法人事
業税・個人事業税の減免

都内中小企業（資本
金１億円以下の法人、
個人事業者）

①地球温暖化対策報告書を提出している

②取得設備は環境局が導入推奨機器として
指定する省エネ・再エネ設備であること

設備の取得価額（上限2,000万円）の１／２

を事業税額から減免。ただし、事業税額の
１／２を限度

2010 年3 月31 日から2021 
年3 月30 日までの間に終

了する各事業年度

東京都主税局課税部
法人課税指導課
法人事業税班

０３－５３８８－２９６３

中小規模事業所向け省エネ診断
（無料診断）

都内中小規模事業
所

①前年度の原油換算エネルギー使用量が
1,500kL未満であること

②過去３年以内に診断を受けていないこと

専門家が事業所を訪問し省エネのアドバイ
スをするほか、報告書によるフィードバック
を受け、改善相談ができる

2018年度は2019年2月28

日まで受付
クール・ネット東京
省エネ推進チーム

０３－５９９０－５０８７

コージェネレーション（電力と熱を両
方生産する）システム導入、エネル
ギーの面的利用に係る経費補助

コージェネレーション
システム（ＣＧＳ）、熱
電融通インフラを設
置する民間事業者

①ＣＧＳは天然ガスを主原料とすること
②発電出力は50kW以上で高効率であるこ

と等

設置に要する経費の１／４～１／２以内（対
象設備による）、上限１～４億円（対象設備
による）

2018年度は5月29日から7
月31日まで

クール・ネット東京

スマートエネルギー都
市推進担当

０３－５９９０－５０８５

暑熱対応設備の設置経費補助 個人・法人 ①人が自由に出入りできる場所であること

②暑熱環境を緩和する効果を有する暑熱対
応設備であること等

設備の設置に要する経費の１／２、上限
500万円

2018年度は申請のうえ
2019年3月15日までに設

置工事を完了しなければ
ならない

東京都環境局
地球環境エネルギー部
環境都市づくり課

０３－５３８８－３５６６

緑化に必要な経費の補助 法人 ①人が自由に立ち入りでき、新たに100㎡以
上の緑化を行うこと

②全体の１／３以上の植栽を行うこと

緑化に必要な経費の１／２、上限1,000万円、

植栽後にモニタリングを実施する場合は対
象経費の３／５、上限1,200万円

2018年度は申請のうえ
2019年3月15日までに緑

化完了しなければならない

東京都環境局
自然環境部緑環境課

０３－５３８８－３４５５

中小テナントビルにおけるグリーン
リース（※）普及に係る補助

都内中小テナントビ
ルを所有する中小企
業

①グリーンリース契約の締結・改修実施

②地球温暖化報告書を提出していること等

契約のための調査費用の１／２、上限100
万円、設備改修費用の１／２、上限4,250万

円（調査費含む）

2018年度は4月23日から7
月31日まで

クールネット・東京
事業支援チーム

０３－５９９０－５０８９

水素利活用機器・設備導入補助 民間事業者 都内建築物において、水素利活用設備の
うち、少なくとも業務・産業用燃料電池又
は純水素型燃料電池を設置すること等

設計・設備・工事等諸経費の２／３以内、
熱電融通インフラは経費の１／２以内、
上限額は対象設備ごとに設定（1,600万円
～３億円3,300万円）

2018年度は4月2日から
2019年3月29日まで
（2021年12月28日までに

実績報告ができること）

クール・ネット東京

スマートエネルギー都
市推進担当

０３－５９９０－５０８５

※グリーンリース・・・ビルオーナーとテナントが省エネなどの環境負荷の低減や執務環境の改善について契約や覚書等によって自主的に取り決め、取り決め内容を実践すること

認定名 対象 制度概要等 お問い合わせ先

トップレベル事業所（優良特定地
球温暖化対策事業所）の認定

大規模事業所（エネルギー使用量
が、原油換算で年間1,500 kL以上

の事業所）

事業所が登録検証機関に審査を依頼し、認定基準適合を確認したうえで申請する。認
定されると、①削減義務率の減少（３／４～１／２）と②認定証の発行・ロゴマークの使
用が可能となる（2017年度はトップレベル5社、準トップレベル5社を認定）

東京都環境局地球環境エネル
ギー部総量削減課

０３－５３８８－３５３０

省エネラベリング制度 エアコン・冷蔵庫・テレビを各5台以
上陳列販売する事業者に表示を義
務化（5台以下は表示が望ましい）

※都が平成14年にスタートし、現在は全国統一の仕組み

対象小売事業者は、自らラベルを作成し、消費者に対して表示する

東京都環境局地球環境エネル
ギー部地域エネルギー課

０３－５３８８－３５３３

貨物輸送評価制度 都内に貨物を運送する貨物自動車
運送事業者（緑、黒ナンバー事業

者）

貨物運送事業者を実走行燃費で評価する。事業者は燃費管理記録等を提出し、東京
都が５段階で評価。結果を公表する。認定を受けるとロゴマークの使用が可能（2017
年度は281社）

東京都環境局
環境改善部自動車環境課

０３－５３８８－３４６２

東京省エネマイスター店 中小規模地域家電店 家電店が都が指定する講習を受講し、申請する。加盟店は省エネ情報の発信等普及
啓発活動に資する、東京都と連携したキャンペーンの展開を行う。（2017年度は家電

の無料点検を展開）ロゴマークの使用が可能となる。

クール・ネット東京
普及推進チーム

０３－５９９０－５０６５

各ロゴ出展：東京都資料より抜粋


